
青少年相談事業における
ＳＮＳの活用について

教育委員会青少年育成部育成課



１ 本市の青少年相談の現況

⑴ 相談機関
（主に青少年相談に関するもの）

ア 青少年総合相談センター

イ 学校（スクールカウンセラー等）

ウ 児童相談所 等



⑵ 青少年総合相談センターについて

ア 内容
青少年の様々な問題についてワンストップ

で専門的な立場から電話及び面接で相談を実
施し、必要に応じて学校、医療機関等と連携
を図りながら、解決に向けた支援を行ってい
る。

イ 相談時間
【青少年相談】月曜日～土曜日 ９時～１７時

（祝日、年末年始、８月６日を除く。）

【いじめ１１０番】毎日２４時間
【子どものいじめに関する情報提供窓口】随時



⑶ 青少年総合相談センターの相談件数

区分 件数

いじめ １２９

不登校 ６５７

友達関係 １４６

神経症的問題 １３０

行動･性格 ３６８

学習 ３９

精神･身体 ３９

進路 １６９

子育て ２６６

その他 ３９７

計 ２,３４０

（平成２８年度）



⑷ 利用促進に関する取組

ア 青少年総合相談センターの利用促進

・ ポスターによる周知
・ メディアによる広報

イ いじめ情報提供窓口に関する利用促進

・ ポスターによる周知
・ ホームページの配置見直し
・ ＱＲコードによるアクセス提供





２ ＳＮＳの活用に関する国（文部科学省）
の動向

（１） 平成２９年７月

「ＳＮＳを活用したいじめ等に関する相談体制の構築

に係るワーキンググループ」を設置

（２） 平成２９年８月

平成３０年度概算要求に「ＳＮＳを活用した相談体制

の構築に向けた調査研究」（１億円）を計上

（３） 平成２９年１２月

座間市における事件の再発防止策として「ＳＮＳ等を

利用した相談対応の強化」を決定

（４） 平成３０年２月

平成２９年度文部科学省補正予算「ＳＮＳを活用した

相談体制の構築」成立（２億円を計上）



平成30年2月27日

区分 千葉県柏市 長野県 熊本県 広島市

実施時期 平成29年5月から 平成29年9月10日～23日 平成29年9月から 平成25年7月から

導入アプリST0PiT LINE Kids'Sign インターネット（市ＨＰ）

対 象 中学生（20校） 中高校生（322校） 中高校生（3校で試験導入） 小中高校生(通報は限定無)

実施方法
システムは業者委託
相談は直営（少年補導センター3
名、教委生徒指導室指導主事3名）

業者委託 業者委託

市ホームページの通報窓口から
入力。
スマホでＱＲコード読取によるアク
セスも可能

対応方法 市職員が相談対応 専門の相談員が相談対応
業者が通報を受け付け、県教
委へ報告

市教委職員が通報を受け付け、
関係機関へ情報提供

※開庁日の開庁時間内 ※期間限定で時間限定 ※通報は毎日、24時間可能 ※通報は毎日、24時間可能

実 績 110件（5月～1/31） 547件（9/10～23） 58件（9/1～12/31） 24件（4/1～1/31）

事業費
90万円（１年生へのいじめ防止
授業を含む）

LINE（株）と業務提携を行ってお
り、当該事業者が経費を負担

20万円（3校） なし

実施上の課
題

・ダウンロード率が5％程度とあま
り上がっていない。
・匿名のため、内容の真偽が定
かではない。
・文字で残るため、内容や表現
方法等について研修や検証を
行う必要がある。
・利用者が増えた場合、現在の
人数で対応可能か危惧している。

・SNSによる応答手法の開発が
必要である。
・電話への相談に切り替えること
のできる制度設計が必要である。
・コストが割高である。

・相談が多くなると対応が大変
になる。
・導入までの期間が短く、学校、
保護者等への案内が大変で
あった。

・利用実績が少ない。

備 考

・3年間、今年度と同様の方法で
継続する予定

・来年度も実施予定（プロポーザ
ルにより選定予定）

・来年度全県立中・高等学校
（50校）で実施予定（引き続き
「Kids'Sign」を使用）

・今年１月にＱＲコードを掲載した
啓発ポスターを市内全小中高校
に配付。

３ 青少年相談におけるＳＮＳの活用事例等



「トランス・コスモス株式会社作成資料より」



４ 広島市の今後の対応について

ＳＮＳが最近の青少年のコミュニケーションの手段として大き
な割合を占めるようになっている。

いじめの早期発見や青少年の抱える様々な問題の深刻化
を未然に防ぐ観点から相談しやすい環境を整備する必要
がある。

既に実施している自治体での取組状況を確認すると、利用
率が伸びない、内容の真偽が定かでない、対応人員の確
保が難しい、ＳＮＳによる応対手法の開発が必要である等の
課題がある。

以上のことから、

ＳＮＳを活用した相談体制の構築に向けて、まずは他自治
体の事例等を調査･研究したい。



http://4.bp.blogspot.com/-g9fi-alASUk/WD_cWygtpnI/AAAAAAABAEI/YC1eFWnXuBM84tTcvjZMOj9TtABxhLfDgCLcB/s800/school_soudan_woman_boy_smile.png


３ 青少年相談におけるＳＮＳの活用事例等

（１） 千葉県柏市

ア 実施期間 平成２９年５月～

イ 内容

① １年生にいじめ防止のための授業を実施

② 全学年にいじめ通報アプリ「ＳＴＯＰ ｉＴ」での相談の実施

ウ 実施結果等

① ５月～１月末日で１１０件と、電話相談やメール相談と比べると相

談件数は多い。

② アプリのダウンロードが５％程度と低くなっている。そのうちの８０％

は中学校１年生である。

③ 匿名のため、内容の真偽が定かでない。

④ 利用者が増えた場合に対応人員が不足となる可能性がある。



（２） 長野県

ア 実施期間 平成２９年９月１０日～９月２３日

イ 内容

① 「ＬＩＮＥ」を利用した相談の実施

ウ 実施結果等

① 期間中（２週間）で相談対応実績が５４７件あり、電話によ

る相談（年間２５９件）と比べると相談件数が多い。

② 電話相談に比べて、いじめや不登校に関する相談が少な

く、相談内容が多様化している。

③ ＳＮＳによる応対手法の開発や電話相談に切り替えること

のできる制度設計が必要である。

④ コストが割高である（相談･回答の入力時間が必要である、

相談数の増加に応じて相談員の増員が必要になる）。

３ 青少年相談におけるＳＮＳの活用事例等



３ 青少年相談におけるＳＮＳの活用事例等

（２） その他

他の政令指定都市（１９市）において、７市が実施を予定して

いる。

【実施を予定している政令指定都市】

仙台 新潟 浜松 名古屋 京都 大阪 熊本



ひきこもり支援の取組状況に
ついて

教育委員会青少年育成部育成課



１ ひきこもりについて

様々な要因の結果として、義務教育を含む就学、非常勤職員を含む就労、
家庭外での交遊などの社会的参加を回避し、原則的には６か月以上にわたっ
て概ね家庭にとどまり続けている状態。

※狭義のひきこもりの定義は、次の①～③に該当する人

①自室からほとんど出ない、②自室からは出るが家からは出ない

③近所のコンビニなどには出かける

※広義のひきこもりの定義は、狭義のひきこもりに加え次の④に該当する人

④趣味の用事のときだけ外出する

厚生労働省「ひきこもりの評価・支援に関するガイドライン」より

定義

（内閣府調査）
狭義のひきこもり状態にある者 全国で１７．６万人
広義のひきこもり状態にある者 全国で５４．１万人

平成２８年９月「若者の生活に関する調査報告書」より

推計数



２ 本市の取組状況



西部センター 中部･北部センター 東部センター

所在地 広島市西区楠木町
1-8-11

広島市安芸区中野東
4-5-25

三原市小泉町
4245

担当地区 広島市(安芸区を除く)

大竹市、廿日市市
広島市安芸区、呉市、
東広島市、竹原市、
三次市、庄原市等

福山市、尾道市、
三原市、世羅町
等

運 営 特定非営利活動法人
青少年交流・自立・
支援センター
ＣＲＯＳＳ

一般社団法人
広島県精神保健福祉
協会

特定医療法人
仁康会
小泉病院

① 県内の広島ひきこもり相談支援センター

（１）広島ひきこもり相談支援センター

概ね１８歳以上の方の社会参加や自立を支援するため、電話相談、メール
相談、来所による面接相談のほか、必要に応じて訪問等による相談を実施。
また、相談内容に応じて、他の適切な関係機関とつながるよう支援。

２ 本市の取組状況



② 相談実績（広島市関係分）

平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度

西部センター
（安芸区以外の
広島市）

電 話 ７５１ １，３１６ ８７６

メール １，１６５ １，４２３ ８９１

来 所 １，０３６ １，０７６ １，２９５

訪 問 ２７１ ３５９ ８４

計 ３，２２３ ４，１７４ ３，１４６

中部・北部セン
ター（安芸区）

電 話 ２５ ７１ ６２

メール ４ １ ２

来 所 １３ ９２ ４６

訪 問 ４ ３０ ０

計 ４６ １９４ １１０



○ 目 的

（２）青年長期社会体験活動

ひきこもりがちな青少年の自立を促すため、就労体験やボランティア
体験などの社会体験への参加を支援

○ 対 象

○ 実施方法

○ 効 果

高校生相当年齢以上、概ね３０歳程度まで １０名（公募）

受け入れ先と連携して、参加者１人あたり社会体験活動（就労体験やボ
ランティア体験等）と参加者面談を、合わせて２０回実施

毎年、参加者の状態に応じたきめ細やかな支援を実施し、就労・就学
につながったり、アルバイトや求職活動を始めるなど、参加者のほぼ全
員に前向きな改善が認められている。

ＮＰＯ法人青少年交流・自立･支援センターＣＲＯＳＳに委託して実施



ＮＰＯ法人
青少年交流・自立・支援センター
ＣＲＯＳＳについて



１ 活動目的等

この法人は、ひきこもりがちな青少年、NEET

（若年無業者）、不登校、メンタルな悩みを持つ
青少年及びその家族に対して、その立場に立ちフ
リースペース、就労支援、家庭訪問、相談に関す
る事業を行い、保健、医療福祉の増進及び子ども
の健全育成に寄与することを目的とする。



２ 活動の経緯

 平成１２年 不登校経験者の会ＳＫＹＴＡＬＫとして設立

 平成１５年 ひきこもりがちな青少年の居場所として、フリースペ

ースくろすを設立

 平成１７年 広島市から「ひきこもりがちな青少年の長期社会
体験事業」を受託

 平成２２年 広島市から「広島市ひきこもり相談支援センター」を
受託
地域活動支援センターⅢ型Ｃｒｏｓｓ Ｒｏａｄを設立

 平成２４年 広島県から「広島ひきこもり相談支援センター西部セ
ンター」を受託



３ 活動内容

 ⑴ フリースペースくろす（有料）

 ⑵ 青年長期社会体験活動（無料）

 ⑶ 広島ひきこもり相談支援センター西部センター（無料）

（ひきこもり支援以外の事業）

 ⑷ 地域活動支援センターⅢ型ＣｒｏｓｓＲｏａｄ（無料）



（１）フリースペースくろす

○活動状況

交流の場の提供、サッカー部、軽スポーツ、ミーティング、カラオケ、誕生会、
行事(海水浴、バーベキュー、クリスマス会等)等を行っている。

○開所時間

月 １３：００～１６：００ 土 １３：００～１８：００

日 １０：００～１６：００

○利用料金

１回１，０００円

○スタッフ

臨床心理士２名

 １６歳～３０歳くらいまでの利用者が安心して自由に過ごせる居場所（コミュ
ニケーションの場）を提供（登録者３０名）（広島市の補助事業）





（２）青年長期社会体験活動

○対象者

高校生年齢相当から概ね３０歳まで １０名（公募）

○実施内容

参加者に対して、連携先の事業所等での体験及びカウンセイリング等、１人
当たり年間２０回程度の社会体験活動への参加機会を提供する。

 ひきこもりがちな青少年を対象に、約半年間、就労体験やボランティア体験、自

己啓発等の社会体験活動を行う。（広島市の委託事業）



（３）広島ひきこもり相談支援センター西部センター

○開所時間

月・水・木・金・土（年末年始、祝日を除く） ９：００～１８：００

○スタッフ

相談員１１名（親ピア相談員３、臨床心理士６、社会福祉士１、精神保健福
祉士２、産業カウンセラー１）のうち２名のシフト体制

 概ね１８歳以上で広島市(安芸区は除く)及び廿日市市、大竹市に在住の人を対象に、電話、

来所、訪問等による相談を行っている。（広島県・広島市の委託事業）



（４）地域活動支援センターⅢ型ＣｒｏｓｓＲｏａｄ

○活動日時

月～金曜日 １０：００～１５：００

※作業後１６：００まで、居場所スペースとして過ごすことが可能

○提供する作業

就労訓練（寺の清掃作業、内職的作業、アクセサリー作り等の創作活動）、
生活訓練（調理、清掃など）､スポーツ（ソフトバレーなど）､コミュニケー
ションの場の提供。

※対人コミュニケーションが苦手な方は個室での作業も可能

 １６歳以上で心療内科や精神科に通う方が利用できる自立支援施設。

（広島市の補助事業）


